
   業務委託成績評定要綱 

（目的） 

第１条  この要綱は、本市が発注する業務委託の給付内容の 評定（以下単に

「評定」という。）に関して必要な事項を定めることにより、請負者の適正

な選定及び確実な業務委託の給付の確保を図り、もって市民生活の安全の確

保及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 (１ ) 評価 １契約につき２回以上の給付の完了の検査（給付の完了前に代金

の一部を支払う必要がある場合において行う既成部分の検査を含む。以下

「完了検査」という。）を行う業務委託契約において、次号で定める評定

の算定の根拠とするため、確認した事項に基づき、市長が別に定める業務

委託成績評定評価基準により決定したものをいう。 

 (２ ) 評定 １契約につき１回の完了検査を行う業務委託契約においては、確

認した事項に基づき、市長が別に定める業務委託成績評定評価基準により

決定したもの（１契約につき２回以上の完了検査を行う業務委託契約にお

いては、評価点の平均点（小数点以下は切り捨てるものとする。）以下

「評価点」という。）をいう。 

（評定の対象） 

第３条 評定の対象となる業務委託契約は、反復的に行われる業務で、かつ、

別表に掲げる営業種目として発注する契約のうち市長が指定したものであっ

て、次のいずれかに該当するものとする。 

 (１ ) 財務部契約課において締結する契約 

 (２ ) 財務部契約課において締結した契約において、当該契約の履行期間満了 

  後の一定の期間を履行期間とする当該契約と同一内容の随意契約を締結す 

  ることを予定する旨の記載がある場合における、当該随意契約 

 (３ ) 契約事務取扱規程（平成19年訓令甲第10号）第３条第２号ウの規定によ 

  り財務部契約課長の事前の承認を得て主管部等又は主管課等において締結 

  する契約 

２ 前項の規定により評定の対象となる長期継続契約は、当該契約における年

度ごとの履行期間を１契約とみなす。 

（評定者） 

第４条 評定を行う者は、監督員及び検査員とする。 



（評価の方法等） 

第５条 評価は、完了検査において確認した事項等に基づき、市長が別に定め

る業務委託成績評定評価基準により、的確、かつ、公正に行うものとする。 

（評価の決定） 

第６条 監督員及び検査員は、完了検査の終了と同時に評価を行い、業務委託

成績評価表（第１号様式。以下「評価表」という。）を作成し、当該業務委

託契約を主管する課長等（以下「主管課長等」という。）の承認を受けるも

のとする。 

２ 主管課長等は、前項の評価に当たり評価区分がＥに該当すると思料する場

合は、財務部契約課長（以下「契約課長」という。）にその旨を報告し、契

約課長とともに当該業務委託契約の受託者（以下単に「受託者」という。）

から事情聴取を行って当該業務委託の評価を決定するものとする。 

３ 主管課長等は、前項の規定により業務委託の評価区分をＥと決定した場合

は、入札及び契約審査委員会設置要綱（平成13年４月１日制定）に規定する

入札及び契約審査委員会（以下単に「入札及び契約審査委員会」という。）

に報告するものとする。 

４ 主管課長等は、第１項又は第２項の規定により評価が決定した場合は、速

やかに評価表を受託者に送付するものとする。 

（評定の決定） 

第７条 監督員及び検査員は、業務委託契約の履行期間におけるすべての評価

が決定したときは、業務委託成績評定報告書（第２号様式。以下「評定報告

書」という。）を作成し、評価表とともに当該業務委託契約を主管する部長

等（以下「主管部長等」という。）に提出するものとする。 

２ 主管部長等は、評定報告書及び評価表の提出を受けたときは、その内容を

審査し、当該業務委託の評定を決定するものとする。この場合において、１ 

 契約につき２回以上の完了検査を行う業務委託における評定をする際、当該

評定がＡ又はＢの評定の区分に該当する場合であっても、当該業務委託の評

価の内訳としてＤ又はＥの評価が存するときは、当該評定区分はＣとする。 

３ 主管部長等は、前項の規定により業務委託の評定区分がＥと決定した場合

は、入札及び契約審査委員会に報告するものとする。 

４ 主管部長等は、第２項の規定により評定を決定したときは、速やかに評定

報告書に評価表を添えて契約課長に送付するとともに、受託者に業務委託成

績評定通知書（第３号様式）に評価表を添えて通知するものとする。 

（入札参加停止） 



第８条 市長は、第６条の規定によりＥの評価を受けた受託者に対し、速やか

に入札参加停止の通告をするものとする。 

２ 前項の入札参加停止は、第６条の規定による評価を決定した日の翌日から

１箇月間、当該業務委託契約と同一の営業種目が対象となる競争入札に参加

することができないこととする。 

３ 市長は、前条の規定によりＥの評定を受けた受託者に対し、速やかに入札

参加停止の通告をするものとする。 

４ 前項の入札参加停止は、当該評定の対象期間が属する年度の翌年度の５月

から７月までの間、当該業務委託契約と同一の営業種目が対象となる競争入

札に参加することができないこととする。 

（優良業務履行事業者の認定） 

第９条 市長は、前年度に履行された業務委託契約（契約の履行期間が３月以

上のものに限る。）の評定において、Ａ又はＢの評定を受けた受託者を優良

業務履行事業者（以下「優良事業者」という。）と認定するものとする。た

だし、過去３年度の当該営業種目における業務委託契約においてＤ又はＥの

評定を受けた受託者を除く。 

（優遇措置） 

第10条  市長は、別表に掲げる営業種目ごとに、業務委託契約を発注する年度

の前年度までの過去３年度の当該営業種目における優良事業者のみが参加で

きる競争入札を実施することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する優良事業者は、前項の

規定による競争入札に参加できないものとする。 

 (１ ) 当該競争入札が公告された日の３年前の日の属する年度の初日から当該

競争入札が公告された日の属する年度の前年度末までの間にＤ又はＥの評

定を受けているもの 

 (２ ) 当該競争入札が公告された日の３年前の日の属する年度の初日から当該

競争入札が公告された日の属する年度の前年度末までの間に履行した業務

委託契約の評定点の合計を平均した点が入札の公告において指定する点数

に満たないもの 

   附  則  

（施行期日） 

１ この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

（関係要綱の廃止） 

２ 業務委託成績評定要綱（平成21年７月１日制定）は、廃止する。 



（経過規定） 

３ 第３条第２項の規定にかかわらず、この要綱の施行日前に契約した長期継

続契約は、契約の期間満了時に評定を行うものとする。 

   附  則  

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 



別表（第３条関係） 

 

 

業          種  営    業    種    目  

清掃等 

屋外清掃 

建物清掃 

警備・受付等 有人警備 

その他 せん定・樹木伐採 

 



第 １ 号 様 式 （ 第 ６ 条 関 係 ）  
 

実 施 年 度  年 度  業 務 委 託 成 績 評 価 表  
（ 事 務 処 理 欄 ）  

評 価 決 定 日     年  月  日  

受  託  者  名  案      件      名  横 須 賀 市  

 （ 第  回 ）  主 管 課 等 名  部        課  

評 価 項 目  評 価 細 目  評  価  着  眼  点  評 定 者  
加 算  減 算  加 減 算  

優 良  標 準  標 準  不 良  優 良  標 準  不 良  

責 任 者  

全 体 把 握  業 務 全 体 を よ く 理 解 し 、 取 り 組 ん で い た か 。  監 督 員      ３  ０  －３ 

監 理 能 力  作 業 員 に 対 し 、 適 切 な 指 示 が な さ れ て い た か 。  監 督 員      ２  ０  －２ 

姿 勢  
正 当 な 理 由 な く 監 督 員 の 指 示 に 従 わ な い こ と が

な か っ た か 。 ま た 、 監 督 員 に 協 力 し て い た か 。  
監 督 員      ２  ０  －２ 

ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ  監督員に必要な連絡・報告を行い、指示を受けていたか。 監 督 員      ２  ０  －２ 

対 応 力  
苦 情 、 ト ラ ブ ル 等 に 迅 速 、 か つ 、 的 確 な 対 応 が

取 れ て い た か 。  
監 督 員    ０  －３    

作 業 員  
業 務 理 解  自 分 の 役 割 を よ く 理 解 し て 取 り 組 ん で い た か 。  監 督 員      ３  ０  －３ 

対 応 力  第 三 者 等 へ の 対 応 が 適 切 で あ っ た か 。  監 督 員    ０  －２    

履 行 計 画  適 正 計 画  
人 員 の 配 置 、 工 程 等 に 無 理 の な い 履 行 計 画 が な

さ れ て い た か 。  
監 督 員    ０  －３    

用 具 類  

履 行 準 備  必 要 な 用 具 類 等 が 準 備 さ れ て い た か 。  監 督 員    ０  －２    

現 場 整 理  
使 用 し た 用 具 類 等 が き ち ん と 整 理 さ れ て い た

か 。  
監 督 員    ０  －２    

履行の状況 

適 正 履 行  
仕 様 書 等 に 定 め ら れ た 内 容 ( 回 数 、 箇 所 、 使 用

材 料 等 )が 満 た さ れ て い た か 。  
検 査 員    ０  －３    

技 術 的 能 力  
業 務 の 履 行 に 必 要 な 技 術 的 能 力 を 備 え て い た

か 。  
監 督 員    ０  －３    

進 捗 管 理  円 滑 な 進 捗 、 履 行 期 限 等 が 守 ら れ て い た か 。  監 督 員    ０  －３    

安全・衛生管理 安 全 面 ・ 衛 生 面 へ の 配 慮 が な さ れ て い た か 。  監 督 員    ０  －３    

仕 上 が り  出来映え・履行状況 全体的な履行内容(美観等)が満足できるものであったか。 検 査 員      ５  ０  －５ 

積 極 性  

積 極 性  
よ り 良 い も の に し よ う と す る 姿 勢 が み ら れ た

か 。  
監 督 員  ５  ０       

独 自 性  履行に独自の工夫等があり、かつ、その効果があったか。 監 督 員  ５  ０       

自 発 的 な 提 案  
自 発 的 な 提 案 が な さ れ 、 か つ 、 そ の 効 果 が あ っ

た か 。  
監 督 員  ５  ０       

書 類 等 の 整 備  
書 類 整 理  

提 出 書 類 等 は 不 備 な く 、 整 理 さ れ 提 出 さ れ て い

た か 。  
検 査 員    ０  －３    

提 出 時 期  提 出 書 類 は 、 遅 滞 な く 提 出 さ れ た か 。  検 査 員    ０  －３    

そ の 他  
（主管課の判断で、 

特に加えたい項目） 
 

検 査 員  

監 督 員  
    ３  ０  －３ 

所 見  

特 筆 す べ き 事

項 が あ る 場 合

に 記 載 す る  

 

合 計         

評 価 点   

評価区分  

 
 評  価  点  1 0 5点 ～ 9 0点  8 9点 ～ 8 0点  7 9点 ～ 6 0点  5 9点 ～ 4 0点  3 9点 ～ 2 0点  

評 価 区 分  Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  Ｅ  



第２号様式（第７条第１項関係） 

 

 

業務委託成績評定報告書 
（事務処理欄） 

案 件 名  受託者名  

履 行 期 間  

評 定 日  

評 定 者 

監督員 
（所属、氏名） 

検査員 
（所属、氏名） 

評 定 点  評定区分 
 Ａ    Ｂ    Ｃ    Ｄ    Ｅ  

90以上 89～ 80 79～ 60 59～ 40 39以下 

総 合 所 見  

摘 要  

 

（事務処理欄） 

 



第３号様式（第７条第４項関係） 

 

業務委託成績評定通知書 

 

 

                           年  月  日  

 

        様  

 

                   主管部長等 

案 件 名  受託者名  

履 行 期 間  

評 定 日  

評 定 点  評定区分 
 Ａ    Ｂ    Ｃ    Ｄ    Ｅ  

90以上 89～ 80 79～ 60 59～ 40 39以下 

総 合 所 見  

摘 要  

 

 


